
「がん総合相談に携わる者に対する研修事業」報告

総括

改訂委員会 小川 朝生

A．目的

ピア・サポートは、がんを含めた慢性疾患

に対する基本的な心理社会的な支援の一形式

である。

わが国のがん対策においては、平成 23-25

年度に、公益財団法人日本対がん協会が厚生

労働省委託事業「がん総合相談に携わる者に

対する研修プログラム策定事業」を受託し、

ピア・サポートに必要な基本的なスキルを身

につけるための研修プログラムを策定し、説

明会の開催やホームページ等によりその周知

を図った経緯がある。

しかし、平成 28 年 9 月に総務省が公開し

た「がん対策に関する行政評価・監視結果報

告書」では、平成 27 年度のピア・サポート

研修の実施状況ならびに活動状況を 17 都道

府県、51 がん診療連携拠点病院を対象に調

査をしたところ、都道府県等においてピア・

サポート研修が実施されていない状況や、拠

点病院における相談支援や患者サロンへのピ

ア・サポーターの受け入れが十分に進んでい

ない状況を確認した。

この報告を受けて、がん対策推進基本計画

（第 3 期）では、ピア・サポートについて、

国が作成した研修プログラムの活用状況に係

る実態調査を行い、ピア・サポートが普及し

ない原因を分析し、研修内容の見直しやピ

ア・サポートの普及を図ることが盛り込まれ

た。

本事業では、上記計画を受けて、平成 30

年度より実施している。令和 2年度は、新型

コロナウイルス感染症流行により、会合の制

限、特に医療従事者を対象とした集合研修の

開催が困難になる、各都道府県を訪問しての

対面での意見交換の開催ができなくなるな

ど、さまざまな制限が加わる中での事業実施

となった。感染の流行拡大をみつつではあっ

たものの、実施要綱に従い、

① 医療・福祉関係者などの有識者やがん

患者団体等の当事者による「研修プロ

グラム改訂委員会」を設置し、前年度

改訂したしたプログラムを使用した研

修を実施する。また地域ごとにニーズ

把握・現状評価及び地域での取り組み

の持続性の可能性等の検証を行うとと

もに、必要に応じてプログラム等の改

善を行う。

② 委員会において検討された内容に基づ

く教材等を活用し、地域統括相談支援

センターや患者サロンの開催等に協力

するピア・サポーター等に対して研修

等を実施する。また、都道府県がピ

ア・サポーターの育成を目的とした研

修を実施する際、都道府県に対する相

談支援を実施する。

③ 情報提供、研修の周知や参加申し込

み、必要資料の提供等を行うホーム

ページを運用する

ことを検討した。

B．経過

改訂委員会を設置し、課題整理を行い、以

下の 4点を検討・実施した。

1．ピア・サポーター養成研修会の開催

2．ニーズ把握・現状評価及び地域での取組

みの持続性の可能性等の検討

3．がん診療連携拠点病院等に向けたがんサ

ロンのなかでサポートグループを開催す

るための研修プログラムの開発

4．情報提供等を行うホームページの運用

1．ピア・サポーター養成研修会の開催

本年度は昨年度までに開発したプログラム

に基づく研修会を各都道府県で広げていくこ

とを当初想定した。しかし、新型コロナウイ

ルス感染症流行のため対面型研修会の実施が

困難となった。対応するため、オンライン形

式を取り入れた短縮版を開発、ハイブリッド

形式で長崎県と協働して開催した。

1）講義動画の作成

対面でなくても実施可能な講義部分を中心

に動画を収録し、研修会までに参加者が視聴

できるような視聴覚資材を開発した。
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2）オンライン形式を併用したピア・サポー

ター養成研修会の開催

昨年度開発したピア・サポーター養成研修

会運営マニュアルをもとに、オンライン併用

のハイブリッド研修開催にあたっての修正を

行った。

昨年度の三重県に引き続き、開催希望の

あった長崎県でピア・サポーター養成研修会

を計画、2020 年 11 月 14 日にピア・サポー

ター養成研修会（日本サイコオンコロジー学

会主催、長崎県・長崎県がん診療連携協議会

共催）を実施した。11 月 14 日 37 名（ピ

ア・サポーター 15名、医療・行政担当者 22

名）が参加した。

また、フォローアップ研修会を円滑に開催

することを目的に、フォローアップ研修会を

企画する上での要領をまとめた。

フォローアップ研修に含まれることが望ま

しい要素として以下の項目を提案した。

講義

ゲノム医療、コロナとがんなど時期に

あった内容を医療従事者ら講義。新しい

知識が増えることで、学習機会を求める

参加者の満足度が高くなることが期待さ

れる。

ロールプレイ

可能なら模擬患者を用いて、日々の相談

で困るようなシナリオのロールプレイを

実施。模擬患者の手配が難しければ、相

談員など医療従事者が行うこともでき

る。

事例検討

運営上検討の必要がある事例や、参加者

アンケートなどから事例を取り上げ、グ

ループで議論する。

テーマを決めた「自分の体験を語る」

短く体験を語る練習。体験を改めて整理

する。（例）副作用のことについて、病

期を伝えられた直後について、医療者と

のコミュニケーション、家族とのコミュ

ニケーションなど。

2．ニーズ把握・現状評価及び地域での取組

みの持続性の可能性等の検討

1）ニーズ把握・現状評価及び地域での取組

みの持続性の可能性等の検討

各地域で研修を実施しやすい仕組みの構築

を目指し、ピア・サポーター等の研修につい

て都道府県の取り組みに対する意見交換や講

師の紹介、研修プログラム並びに研修テキス

ト等の提供を行った。

2020 年 6月に厚生労働省より各都道府県

担当部署に対して案内を送付した後に、希望

した都道府県と個別に支援内容を調整した。

今年度は 1県に対して改訂委員会委員が出向

き、都道府県担当者や医療従事者と直接各県

の取組みの現状ならびに課題に関しての意見

交換を行った（【表 1】参照）。

計 12 県から希望を受け、研修テキスト並

びに DVDの送付を行った。

2）行政・医療機関に向けたピア・サポート

を推進するための情報提供資材の開発

ピア・サポートの受け入れが進まない理由

の一つに、行政や医療機関におけるピア・サ

ポートへの認識が途上の点がある。昨年度よ

り行ってきた都道府県との意見交換、医療従

事者向けの研修会をもとに、ピア・サポート

のマネジメントに関する情報提供資材の開発

を進めた。

3）ピア・サポートに関するニーズ把握・現

状評価

がん診療連携拠点病院や都道府県地域統括

相談支援センター等において、ピア・サポー

トをどのように活用していくのが望まれるの

かを明らかにし、都道府県やがん診療連携拠

点病院の体制整備の方向性を検討する事を目

的に、体験者のピア・サポートに関する利用

実態やニーズを検討した。

インターネット・モニターを用いて、がん

体験者 1030名に対して、がんに関連した精

神心理的苦痛の頻度ならびにピア・サポート

に関する利用実態、ニーズを調査した。

調査結果より、

1．がんに伴う不安・苦痛の存在

がんに関連して不安や苦痛などを感じたこ

とがあるのは 71.1％であった。特に、女性

や若い世代で不安や苦痛は強く、「がんの疑

いがあると診断されてから治療開始までの

間」が最も高かった。
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一方、不安や苦痛は、最も割合が低い「経

過観察中」においても 48.0％あり、低い時

期でも半数には持続していることも明らかと

なった。

2. 体験者との交流の実態

体験者との交流を持ったことがあるのは、

3割程度であり、“再発した後”は 22.1％と

相対的に低かった。若い年代（特に 39歳以

下）は「かかっている病院のがん相談支援セ

ンターなどの相談窓口」や「患者支援団体の

集まりなど」、「患者支援団体の集まり」、「地

域で開催されているがんに関する講演会」な

ども積極的に活用していた。体験者と交流を

持った人のうちの 8割弱が、ピアと話をした

ことで、（非常に〜まあ）「つらさが和らいだ

り、気持ちが軽くなったりした」と回答し、

その有用性が認められた一方、体験者と話を

したことで「気持ちが傷ついたり、嫌な思い

をしたりした」人も若い人を中心に一定数い

た。特に、“再発した後”においては、その

割合が高く、34.8％にのぼった。

3．体験者との交流に関するニーズ

体験者と「もっと会話や交流を持ちたかっ

た」と感じているのは約 3割であり、経験を

持つ人ほどその傾向が強かった。

4．両立支援ニーズ

診断時なんらかの組織で仕事をしていた人

（48.9％：自営業を除く）のうち、「仕事を続

けることができるなら続けたい」と思った人

は、89.5％いた。診断時働いていた人におい

て、両立支援の相談の場として通院している

病院内で開催されているがんの経験者による

会への参加意欲があるのは 3-4 割程度、地域

（例えば自治体の住民センターなど）で開催

されているがんの経験者による会では 2− 3

割程度あった。

4） ピア・サポートに関する現状評価

がん領域におけるサポートグループの活動

の実態や運営上の課題を明らかにすることを

目的に質的調査を行った。

対象は、がん診療連携拠点病院内でサポー

トグループの運営に携わる、またはがん診療

連携拠点病院と連携して医療機関外でサポー

トグループの運営に携わる医療従事者・がん

体験者とし、直接の対面または WEB によ

り、半構造化面接を実施した。

サポートグループは、院内外を含め、その

活動の多様性を活かし、患者・家族のニーズ

に応じた支援の場を構築していた。院内のサ

ポートグループが治療中、経過観察を中心に

しつつも告知後のサポートを担う一方、院外

のサポートグループは経過観察の時期を中心

に、主に日常生活での支援を担っていた。

あわせて、参加者のニーズに応じた場につ

なげるマッチングや多様な場を育成し、維持

する上で地域統括相談支援センターとセン

ターが構築・維持するがんサロンネットワー

クが重要な役割を担っていた。

3．がん診療連携拠点病院等に向けたがんサ

ロンのなかでサポートグループを開催す

るための研修プログラムの開発

昨年度までは、ピア・サポートを含む、さ

まざまな形や目的の「サポートグループ」に

関して構造と機能の整理を行い、おもにがん

診療を行う病院で勤務するがん患者を対象と

したサポートグループの企画・運営に携わる

医療従事者を対象とした、「がんサポートプ

ログラム企画の手引き」を作成してきた。

本年度は、医療機関ごとに、それぞれのリ

ソースを踏まえ、今後ピア・サポーターが安

心して活動に携わることをできることを目的

に、がんの相談支援に携わる医療従事者を対

象とした「がんサポートグループ 企画・運

営者のための研修会」を開発し、実施した。

エキスパートコンセンサスを基盤に、がん

患者に対する心理社会的支援の必要性やピ

ア・サポーターとの協働、サポートグループ

の必要性、ニーズに合わせた対応の重要性を

解説すると共に、サポートグループにおける

ファシリテーションの実践を伝達するロール

プレイを導入したプログラムを開発、2021

年 2 月 11 日に 90名を対象にオンライン形式

で開催した。

実施の結果、研修者のサポートグループに

対する知識や自己効力感の全ての項目で平均

値の上昇を認めた。特に、「ファシリテー

ターの役割を理解」「ピア・サポーターとの

協働の理解」「サポートグループ運営の自己

効力感」の 3 項目については効果量が大き

く、研修の主たる目的は十分に達成できた。

4．情報提供等を行うホームページの運用

昨年度に引き続き、情報提供や研修の周知

を行うホームページを運用し、研修テキスト

等の公開や委員会活動の紹介を行った。
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・「ピア・サポーター養成テキスト 2019 年

度」の公開（PDF）

・「がんサポートプログラム企画の手引き

2019 年度暫定版」の公開（PDF）

・「ピア・サポーター養成研修会開催マニュ

アル」の公開（Word）

・2020 年 2 月に行ったピア・サポーター養

成研修会で使用したスライド、プログラム

の公開（PDF）

・平成 30 年度、令和元年度の事業報告書の

公開（PDF）

・「がんサポートグループ企画運営者のため

の研修会」の研修案内、申込ページの設置

・改訂委員会議事録の公開

・各会議、意見交換会、研修会等様子の紹介

・各種問い合わせへの対応

C．考察

本年度は新型コロナウイルス感染症流行に

よる制約が加わる中で、都道府県に対して、

ピア・サポート養成研修会の開催と担当者と

の意見交換、がん診療連携拠点病院等に対し

てはサポートグループを開催するための研修

会を開催した。また実施要綱に沿って、ピ

ア・サポートに関するニーズ把握・現状評価

を行った。上記活動を通して、わが国のがん

医療において、ピア・サポートを推進する上

で以下の取組みが求められる。

1．行政、がん診療連携拠点病院の医療従事

者よりピア・サポートに関する理解を得

る必要性

研修会の開催や都道府県への情報提供等を

通じて、行政・医療機関ともにピア・サポー

トがどのようなものかイメージがつかないた

めに具体的な検討に至らなかったこと、がん

対策推進基本計画での記載が漠然としている

ため、どこが所掌する領域なのか行政がつか

めなかったことが繰り返しテーマとしてでて

きた。

ピア・サポートはがんサロン等がん診療連

携拠点病院内で活動することが想定されてお

り、その養成と活用にあたり行政と医療従事

者とが協働して進める必要がある。しかし、

①医療従事者と検討する必要性を感じていな

かった（患者団体の活動ととらえ、医療者を

含めたトレーニングの必要性を知らなかっ

た）

②医療者側からの要請がなかった（拠点病院

の要件にないので、医療者側がピア・サポー

トを知らなかったから）

の指摘があった。ピア・サポーターが活動を

するうえで、相手を傷つけず、また自らの傷

つきを防ぐためにも、精神心理的支援に関す

る基本的な知識を予め身につけておくことが

重要になる。特に医療機関と連携してピア・

サポート活動をする場合には、医療に関する

問題には踏み込まないことや個人情報の扱

い、等についても確認する必要があり、事前

の教育・研修は必須である。

今後、ピア・サポートを全国で推進するに

あたり、各県において、行政と医療従事者が

計画を策定し、議論する場を確保することが

まず求められる。

行政と医療従事者との間でピア・サポート

に関する検討の場が少ないことと併せて、が

ん診療連携拠点病院におけるがんサロンの活

動について、県内で情報共有の機会が少ない

との意見もあがった。

がん診療連携拠点病院の整備指針には、

「体験を語り合う場」の設置が義務づけられ

ている。「体験を語り合う場」については、

その検討の経緯まで踏まえないとセルフヘル

プグループやサポートグループを想定してい

ると解釈することが難しいため、本来の主旨

が十分に周知されていない現状がある。今

後、がん診療連携拠点病院における心理社会

的支援の整備の方向性を明確にし、適切な支

援体制を確保する取組みも求められる。

2. がん診療連携拠点病院並びに地域統括相

談支援センターを中心に、ニーズに即し

たピア・サポーターの活用を推進する必

要性

今回実施したニーズ調査を通して、わが国

においても海外とほぼ同等のピア・サポート

に関するニーズがあることが明らかになっ

た。

特に、がんに関連した精神心理的苦痛や社

会的問題は、精査・診断の時期に高く、あわ

せてピア・サポートへのニーズも高いこと

は、海外と同様の傾向であった。特に、精

査・診断から治療開始の時期は、疾病への適

応が必要な時期である。患者・家族の精神心

理的苦痛を軽減し、生活と治療の両立を図る

ためにも、日常生活に密着した情報など、疾

病や治療への適応に役立つ支援が求められ

る。

しかし、わが国においてはサポートグルー

プはまだ十分に普及していない現状がある。
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今回の調査では、ピア・サポートを利用しな

かった理由の一つに、利用できる場がなかっ

たとの項目もあがっている。このことから、

サポートグループを推進する上で、アクセス

を確保する取組みが重要になる。特に精査・

診断から治療開始の時期のニーズに応じるた

めには、治療場所に近いがん診療連携拠点病

院内でのサポートグループはその位置づけか

ら重要な立場にある。精査・診断の時期か

ら、疾病や治療に関する情報提供と共に、サ

ポートグループ等心理社会的な支援について

も情報を提供する、医療従事者から利用を促

す取組みなどをあげることができる。実際

に、質的調査のなかでもがん診療連携拠点病

院内での医療従事者からの声かけにより入院

中の方の参加を促す事例もあり、相談支援セ

ンターの利活用の参考となる好事例である。

3．進行・再発期における医療従事者と連携

したピア・サポートを推進する必要性

次にピア・サポートに関するニーズが高い

時点に、進行・再発期があがった。この時期

のニーズは、特に経験者の話を多く聞くこと

を通して、多様な視点を持つことが求められ

ていた。

実際に、進行・再発期においては、

① 治療に関連した有害事象や原疾患に関

連した身体症状に対するセルフケア

② 長期間にわたるストレスに対するコー

ピングの強化

③ 医療・福祉制度の利活用

④ 医療者・家族等の支援者とのコミュニ

ケーションの取り方

など複数の課題が絡む。それらの問題に対応

するために、セルフケア能力を向上させ、自

己効力感を高める働きかけが重要である。ピ

ア・サポートは、体験を共有する過程を通し

て、さまざまなリソースの利活用を知り、課

題を乗り越える方略を多角的に検討すること

ができることから、進行・再発期の難しい課

題への支援に適した形態である。

また、進行・再発期でのピア・サポート支

援においては、治療等ピア・サポーターが取

り扱う上で難しい話題が出てくることも知ら

れている。そのため、進行・再発期において

は、医療従事者の支援を得つつ行う活動が望

まれる。

4．市民への啓発の必要性

ピア・サポートの利用が十分に進んでいな

い背景に、ピア・サポートが知られておら

ず、その利用に誤解や抵抗などの心理的なバ

リアがあることも明らかとなった。ピア・サ

ポートに関する検討を進める上で、市民に対

しても情報提供や啓発が求められる。

5．AYA 世代等若い世代に対するピア・サ

ポートの提供に関する県や複数の医療機

関による協力体制の構築の必要性

働く世代や AYA世代等、比較的若い世代

は、就学や就労、育児等その世代特有の社会

的な課題を持つ。そのため、他の世代と比し

て、同じ世代の中や同じ環境の者同士での凝

集性を求める特徴がある。その分、ピア・サ

ポートに対するニーズも高く、またその効果

もより大きい。

若い世代は他の世代と比して傷つきやすい

特徴がある。そのため、ピア・サポートを推

進する上で、サポーターの質の担保を図るこ

とや医療者のバックアップ等の支援が重要で

ある。

若い世代は世代固有の課題が多い一方、罹

患者数は少ないことから、がん診療連携拠点

病院等が単施設だけでサポートグループ等を

構築するのは難しい。加えて、就学・就労等

があることから、どうしても交流機会は休日

や就業時間外を求めることも多い。積極的に

推進を図るためにも、県や地域統括相談支援

センターにより医療機関外の開催や複数の医

療機関が協力する体制が望まれる。

6．県の事業や地域統括相談支援センター等

による医療機関内外を含めたサポートグ

ループ間のネットワークを構築すること

質的調査では、サポートグループは、院内

外を含め、その活動の多様性を活かし、患

者・家族のニーズに応じた支援の場を構築し

ていることが明らかとなった。院内のサポー

トグループが治療中、経過観察を中心にしつ

つも告知後のサポートを担う一方、院外のサ

ポートグループは経過観察の時期を中心に、

主に日常生活での支援を担っていた。それぞ

れの活動の場の特性を活かした活動が多様な

ニーズを満たす上で重要である。

あわせて、多様なサポートグループを育成

し、維持する上で地域統括相談支援センター

とセンターが構築・維持するがんサロンネッ

トワークが重要な役割を担っていた。ピア・
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サポートを推進するうえで、県とがん診療連

携拠点病院が共同して、県内のサポートグ

ループ活動を統括する機能を構築することが

求められる。

9

【表 1】意見交換会の実施

医療者向け研修会・意見交換会の実施

都道府県 日時 参加者

1 宮城県 令和 2年

12 月 15 日

県庁がん対策担当職員 2名

地域統括相談支援センター職員 2名（保健師）

県内がん診療連携拠点病院相談支援センター職員 8名（看

護師、MSW、相談員）

患者会代表 2名

第 1回 委員会

日時：令和 2年 6月 30 日（火）10：00〜11：30

議事：1）厚生労働省あいさつ

2）本年度の事業予定

3）研修支援を希望する都道府県の募集について

4）ピア・サポーター養成研修会の開催予定

5）がんサポートグループの企画・運営者のための研修会（仮）」について

6）ピア・サポートのニーズに関する調査について

第 2回 委員会

日時：令和 2年 12 月 18 日（火）10：00〜11：30

議事：1）厚生労働省あいさつ

2）検討

①「がんサポートグループの企画・運営者のための研修会」準備報告・検討

②ピア・サポーター養成研修会の開催報告、今後のWGの方針について

③ピア・サポートに関するニーズ調査について

④都道府県行政向けの情報提供について

3）報告

①事務局からの報告

第 3回 委員会

日時：令和 3年 2月 26日（金）10：00〜11：30

議事：1）報告

①「がんサポートグループ企画運営者のための研修会」開催報告

②ニーズ調査報告

・ピア・サポートに関するニーズ調査（インターネット調査）

・がんサロンの運営に関する調査（インタビュー調査）

③ 都道府県情報提供手引きについて

2）検討事項

①事業報告書について


